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福島県教育庁健康教育課

【情報提供】

部活動地域移行について

資料３－３



市町村の実態に応じて（実施主体は市町村）





２８％減
（１２，７００人）



単位：1週間あたり



地域移行（部活動改革）を進めていく上での視点

•子供たちがスポーツに親しめる環境整備

•持続可能性

•教職員の働き方改革

財源も含めた仕組み作り

地域スポーツ・文化クラブ活動へ



【出典】

運動部活動の
地域移行に関する
検討会議 提言

スポーツ庁
（６月）



【出典】

令和５年度
文部科学省予算案

（１２月）



【モデル地区での実践の成果を各市町村へ普及させる上での２つの視点】

○少子化の中でも、将来にわたり子供たちがスポーツに継続して親しむ機会を確保する。

○働き方改革を推進し、学校教育の質の向上へつなげる。

モデル地区
での実践

（会津若松市）

令和３年度～ 令和４年度 令和5年度以降

実施主体 福島県剣道連盟 若松支部 きたあいづスポーツクラブ

「週末合同練習会」を剣道以外の各
競技に普及させ、「地域クラブへの委
託」も併用しながら、週末の部活動の
地域移行をさらに進める。

形 態 週末合同練習会 総合型地域スポーツクラブへの委託

指 導 者 福島県剣道連盟より派遣 きたあいづスポーツクラブの指導者

場 所 市内の中学校 きたあいづスポーツクラブ

内 容
部員数の少ない６校の中学
生が、休日に合同で活動する
取組

北会津中学校の５つの運動部
活動をきたあいづスポーツクラブに
委託する取組

モデル地区
での成果

○部員数の不足などの課題が解消され、それぞれが取り組みたい活動を継続することができた。
○学校での部活動とは異なる活動にも取り組めるなど、子どもの選択肢が広がった。
○教員の負担が減り、授業準備や生徒に向き合う時間が確保されるなど、学校の働き方改革に繋がった。

普及の方針
（市町村）

令和４年度 令和５～７年度（改革推進期間） 令和８年度

○「地域運動部活動推進事業説明会」
の開催（対象：市町村担当者）
→ 会津若松市の実践事例を紹介
○「運動部活動の地域移行等に関する
実践研究事例集（スポーツ庁）」の周知
→ 全国の実践事例の紹介

○会津若松市や全国の実践を基に移行のモデルパターンを例示
・単一団体型（週末合同練習会）・総合型地域スポーツクラブ型 等

○改革推進期間を検証

部活動 → 地域の活動へ

地域運動部活動推進事業のモデル地区における成果と今後の普及 健康教育課 2023/ 2/ 2

令和３・４年度の実践を
さらに普及・拡充させる取組

モデル地区での成果と移行パターンを参考に、市町村や地域の
実態に合わせて普及や取組を進める



令和５年度からの休日の部活動の段階的な地域移行に向けて

○実践研究（令和３・４年度）
・ 事例の検証・共有
○部活動改革検討委員会の開催
・ 部活動の適正化に向けた提言
○「地域運動部活動推進事業」
「部活動指導員配置事業」説明会の実施
・ 市町村担当者を参集
・ 事例の共有 等

【地域スポーツ環境の整備】
○地域による受皿の確保に向けての取組
・ 総合型地域スポーツクラブの整備促進
・ 競技団体、市町村体育協会・スポーツ少年団
本部等への協力依頼

○各地域における人材の調査・確保

○地域移行に関する校内での情報共有
○部活動の改編
○教職員への意向調査（兼職兼業等）
○生徒・保護者への説明
○運営団体との連絡調整

【市町村教育委員会】

【各中学校】

【福島県教育委員会】 【県スポーツ課・県スポーツ協会】

連携

連携・支援

段階的とは…
市町村教育委員会における取組を、
それぞれの実状に合わせてステップアップ
していく。
（例）
・取組①まで進んでいれば、取組②によるスケジュー
ル作成に取り掛かる
・取組②の移行に向けたスケジュールを作成したら、
それに合わせて次年度に向けた予算編成を行う。
※取組③と④は並行して進めるのが望ましい
（複数の運営団体が関わる場合、予算規模が
変わってくるため）

連携・支援

※地域で部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体制を整える取組を進める
ための組織

段階的な地域移行へ

健康教育課 2023/ 2/ 2

目安 取組の内容 手立て

R５
まで

取組① 地域移行に向けた「協議会※」の設置・機能
・ 部活動指導員の条例・規則整備及び段階的な導入

開始
取組② 「協議会」による工程表作成と実行

・ 持続可能な形での移行に向けたスケジュールの作成

１．コーディ
ネータの配置

２．運営団体・
実施主体の整
備充実

３．指導者の
配置

Ｒ６
まで

取組③ 予算措置（保護者負担分も含めた）の検討
・ 各市町村予算編成に間に合わせる

取組④ 運営団体・人材の調査・確保、団体や学校との連絡調
整

・ 地域団体（総合型地域スポーツクラブ、競技団体、
市町村スポーツ協会・スポーツ少年団本部 等）

・ 民間団体（民間スポーツクラブ、人材派遣会社 等）

Ｒ７
まで

取組⑤ 地域・保護者への説明・理解（費用負担等）
※ 進捗状況に応じて、地域・保護者に情報提供していく。

取組を
加速

【モデル地区での成果を各市町村へ
普及させる上での２つの視点】

○少子化の中でも、将来にわたり子
供たちがスポーツに継続して親しむ
機会の確保。

○働き方改革の推進と、学校教育
の質の向上。


